
 

 

～ 日本海難防止協会シンガポール連絡事務所発SRO news ～ 

（Ref No：23－006） 

 

１ 5 月 1 日、マレーシア沖で、約 70 万バレルの原油輸送能力のあるガボン船

籍のタンカー「パブロ」が、中国で荷下ろししほぼ空の状態で、南シナ海を横

切ってシンガポールに向かう途中で爆発した。 

 この事故には重要な側面がある。事故を起こしたタンカーは、制裁された石

油を世界中に輸送するいわゆる「影の船団」に属していると考えられ、イラン

製石油の違法取引に関わったとして過去数回船籍を剥奪されている。さらには、

マーシャル諸島に登録されている船舶所有者が実在する証拠は乏しく、保険適

用の痕跡もないが、両方の要素が除去作業に重要な前提条件である。 

 インドネシア沿岸には、この船舶から流出した可能性のある油の漂着が報告

されているが、限られた情報では責任者の特定もできない。IMO 法律委員会に

よる調査結果が示すような、違法な瀬取り、隠された船舶識別、不正な船舶登

録による危険性と重大な結果を、この事故は浮き彫りにしている。海運業界は、

海運の安全を確保し、海洋環境を保護し、この違法行為に加担した者に責任を

負わせるため、国際機関や加盟国と協力し厳格な措置を講じる必要がある。 

原文 

（8th May 2023, Offshore-Energy） 

 

２ 豪州クイーンズランド州のアナスタシア・パラシェ首相は、ケアンズのグ

レートバリアリーフ国際海洋大学を拡張し、世界クラスの海事訓練を提供する

ため、1600 万ドルを投資すると発表した。これは今後の 2023 年、2024 年のク

イーンズランド州予算の一部として拠出され、新たなワークショップ、教室、

オフィス、職員施設、艇庫を含め、2675 平方メートルが拡張される予定である。

拡張工事は 2024 年の第 1 四半期に開始され、2025 年の半ばに完了する予定で

ある。同大学はクイーンズランド海上安全局（MSQ）及び TAFE クイーンズラン

ド（※クイーンズランド州の職業教育訓練プログラム）と提携し、海事業務証

明書Ⅲ（総合評価）（※オーストラリア海上安全局（AMSA）が承認する海事業

務におけるエントリークラスの証明書）をクイーンズランド州内で初めて取得

できるようにする。同証明書はこれまでタスマニア、ニューキャッスル、パー

スでしか取得することができず、多大な費用がかかっていた。 

原文 

（8th May 2023, Queensland Government） 

 

https://www.offshore-energy.biz/pablo-tanker-explosion-exposes-dangers-of-growing-shadow-fleet/
https://statements.qld.gov.au/statements/97696


３ 米国務省は 5月 10日、トンガのヌクアロファに大使館を正式に開設したと

の声明を発表した。同声明では、大使館開設は米国とトンガの関係性を刷新し、

二国間関係、トンガ国民、そしてインド太平洋地域におけるパートナーシップ

への米国のコミットメントの強さを象徴するものとしている。 

原文 

（10th May 2023, PACNEWS） 

 

４ 世界の最も重要な漁業区域であるパラオにとって、IUU 漁業は重大なリス

クをもたらす。パラオは 2019年にミクロネシア諸国とともに、国連の「違法な

漁業、報告されていない漁業及び規制されていない漁業を防止し、抑止し、及

び排除するための寄港国の措置に関する協定」を批准した。ウィップス大統領

は、パートナーシップのおかげでうまく監視追跡ができていると語り、豪州、

米国、台湾、日本から船艇だけでなくコントロールセンターやテクノロジーの

支援があり、IUU 漁業へ対処するためのキャパシティビルディングに役立って

いると付け加えた。 

原文 

（12th May 2023, RadioNZ） 

 

５ パプアニューギニアのマラぺ首相は、太平洋島嶼国が米国のバイデン大統

領及びインドのモディ首相とポートモレスビーで会談すると述べた。会談はそ

れぞれ異なる時間帯に行われる予定で、5月 21日にモディ首相が到着し、22日

午前にインド太平洋諸島協力フォーラム（FIPIC）会合、その後米国との会談

が行われる。FIPIC はインドと 14 カ国の太平洋島嶼国（フィジー、バヌアツ、

ソロモン諸島、クック諸島、キリバス、マーシャル諸島、ミクロネシア連邦、

ナウル、ニウエ、サモア、パラオ、トンガ、ツバル、パプアニューギニア）と

の間で 2014年に始まり、インドが主要プロジェクトへの支援を申し出た。これ

らには気候変動とクリーンエネルギーへの適応、インドでの貿易事務所設立、

デジタル接続を改善するための電子ネットワーク設立、インドの空港における

到着ビザの期限延長、生活の質の向上のための宇宙技術利用協力、外交官の訓

練のための 100 万ドルの資金提供を含んでいる。インドはまた、太平洋島嶼国

それぞれが選択したコミュニティプロジェクトに対する年間無償支援金を 12.5

万ドルから 20万ドルに増額している。 

原文 

（12th May 2023, PACNEWS） 

 

６ ミクロネシア連邦の新大統領に、チューク州のウェズリー・シミナ氏が選

出された。副大統領はコスラエ州のアレン・パレク氏となった。3 月に行われ

た 2023年の選挙では、チューク州、ポンペイ州、ヤップ州、コスラエ州の 4州

で 29 人の候補者が 14 の議席を争った。現職大統領のパニュエロ氏はこの選挙

で議席を失っていた。 

原文 

https://pina.com.fj/2023/05/10/u-s-opens-embassy-in-tonga-in-new-pushback-against-china-in-pacific/
https://www.rnz.co.nz/international/pacific-news/489745/palau-s-efforts-to-combat-iuu-fishing-showing-positive-results
https://pina.com.fj/2023/05/12/talks-with-biden-modi-set/?doing_wp_cron=1684213176.1423830986022949218750
https://www.rnz.co.nz/international/pacific-news/489738/wesley-simina-becomes-new-president-of-micronesia


（12th May 2023, RadioNZ） 

 

７ マーシャル諸島海上警察の乗船研修参加者 11 名は、2 週間の研修を終え、

クワジェリンからマジュロに帰還した。この研修は米国沿岸警備隊の協力を得

て実施された。オーストラリア海軍の海上警察技術アドバイザーであるスモー

キー氏は、この訓練は、基礎的な訓練課程がなく 100 パーセント実践形式とな

る彼らにとって非常に役立つものであり、船舶に立ち入る際の基礎、技術を身

につけることができる。訓練の締めくくりには、見慣れない船舶への立入検査

をシミュレーション形式で実践する訓練が行われた。 

原文 

（12th May 2023, Marshall Islands Journal） 

 

８ 太平洋島嶼国における戦略的な海上安全保障政策の重要性に留意し、国連

薬物犯罪事務所（UNODC）の国際海上犯罪プログラム（GMCP）の東南アジア・

太平洋地域調整官であるシャナカ・ジャヤセカラ氏は今年 3 月、海上法執行能

力強化に必要なキャパシティビルディングについて議論するため、マーシャル

諸島、ミクロネシア連邦、ナウル、キリバスの関係機関を訪れた。GMCP は現在、

地上波による自動識別装置（AIS）の受信機を設置するプロジェクトをフィジ

ー、キリバス、ミクロネシア連邦、マーシャル諸島、ナウル、トンガ、ツバル、

バヌアツで実施している。このプロジェクトの目的は、低コストで持続可能な

海上における小型船舶監視能力を構築することである。現在の海上監視は衛星

により収集したクラス A の AIS 信号に依存しているが、クラス A は大型の船舶

にしか搭載されておらず、クラス B を使用している小型船舶の監視には適さな

い。GMCP のプロジェクトは上記 8 カ国に 20 の地上波 AIS 受信機を設置し、ク

ラス B の AIS 信号を収集して各国の首都にある国家海上監視センターにデータ

をリンクさせる計画である。 

原文 

（12th-25th April 2023, The Kaselehlie Press） 

 

 

  



 

 



 

 

 


